様式第４号（第２条関係）

構築物建設許可申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　名古屋港管理組合管理者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　次のとおり構築物を建設･改築したいので、名古屋港の港湾区域内又は港湾隣接地域内にお　ける行為の許可に関する条例第２条の規定により許可してください。
	　
	

	　
	建築物の建築面積　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル
　建築物の延べ面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　工作物の設置面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

	　
	

	　
	

	　
	

	　
	　１平方メートル当たり１キロニュートン超

	　
	　申請書添付図書のとおり

	　
	　許　可　の　日から　　　　　　　　　　年　　月　　日まで

	　
	

	　添付図書（各１部）
	　１　申請理由書　　　　　　　　　　 　１３　断面図
　２　工事概要説明書　　　　　　　　　 １４　基礎伏図
　３　構築物に関する念書　　　　　　　 １５　確定図
　４　財産関係書類　　　　　　　　　　 １６　土留壁部処理詳細図
　５　関係監督官庁の許認可・届出書(写)  １７　設計計算書
　６　利害関係人の承諾書（写）　　　　
　７　ボーリングデータ　　　　　　　　
　８　位置図
　９　平面図
１０　立面図
１１　構造図
１２　護岸断面図




申請書記載例
　１　　　〇〇〇市〇〇〇町〇〇〇番（土地登記簿の地番）　　
　２　　　建築物の建築面積　　　２，２００．４５　㎡　
　　　　　　　　　　　建築物の延べ面積　　　４，５００．５６　㎡　
　　　　　　　　　　　工作物の設置面積　　　２，２００．００　㎡　
　３　　　倉庫、擁壁
　４　構築物の種類　　建築物、工作物
　５　構築物の構造　　鉄骨造　２階建
　６　　　１平方メートル当たり１キロニュートン超
　７　　　別添申請図書のとおり
　８　　　許可の日から令和　　年　　月　　日まで
添付図書
　１　　　　①別紙理由書に次の項目について記載すること
　　　　　　　　　　　　　　　　イ 施工場所の現状　ロ 施工原因　ハ 施工目的　ニ 護岸等の構造　ホ 取扱貨
　　　　　　　　　　　　　　　　物
　２　　　　①工事概要　　工事目的、工事名、工事場所、工事期間、工事内容及び請負業者名
を記載すること
②施工方法　　イ　工事工程ごとに説明を付すこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　使用船舶、使用機械の要目を明記すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　杭の打設方法を記載すること
③安全対策書　イ　作業中止基準
　　　　　　　　　ロ　その他必要事項
④緊急連絡体制表　関係機関及び関係者の電話番号等を記載
⑤工事工程表
⑥現況写真
⑦完成予想図
　３　構築物に関する念書　　　①別紙による
　４　　　　①次の種類の（写）を１部ずつ添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　イ　行政財産使用許可書　ロ　公有地貸借契約書　ハ　工作物設置承認書
　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　工作物設置許可書　　ホ　法人登記簿謄本
　５　関係監督官庁の許認　　　①道路管理者の許可書
　　　可・届出書（写）　　　
　６　利害関係人の承諾書　　　①利害関係人の承諾書が必要な場合は承諾書（説明会の議事録の写を含む）を添付
（写）　　　　　　　　　　すること
　７　　　　①ボーリングデータには、ボーリング箇所図を添付すること
　８　　　　①名古屋港の何処の箇所に位置するか判る図面
　９　　　　①既設工作物、新設工作物、使用機械の位置を明示すること
　　　　　　　　　　　　　　　②護岸法線を明示すること
　　　　　　　　　　　　　　　③港湾隣接地域指定区域界を明示すること
　　　　　　　　　　　　　　　④護岸の影響範囲を明示すること
１０　
１１　
１２　　　　①名古屋港管理組合で複写すること
１３　　　　①護岸、控構造物、タイロッド、構築物、構築物基礎、基礎杭及び港湾隣接地域指定区域界、護岸の影響範囲を明示すること
１４　　　　①護岸、控構造物、タイロッド、構築物、構築物基礎、基礎杭及び港湾隣接地域指定区域界、護岸の影響範囲を明示すること
１５　　　　①堀川、新堀川、復興土地区画整理事業完了地区での工事の場合のみ必要
　　　　　　　　　　　　　　　②名古屋市土木局資料室（東区白壁１―５２―１　Tel：０５２－９６２－５８８
　　　　　　　　　　　　　　　　２　閲覧時間：０９００～１５４５）でトレイスすること
１６　土留壁部処置詳細図　　　①断面図、配筋図を付すこと
１７　　　　①建築物、工作物の構造計算書（港湾隣接地域内）
留意事項
　１　臨港地区内行為届出書を提出している場合は、同書に記載した工事の開始及び完了予定期日と同一の年月日を工事期間欄に記載すること
　２　載荷重の荷重計算対象は、土地又は杭に作用する構造物（構造物の杭を含む）とし、貨物、備品、什器等の積載荷重を含むものとする
　３　完了届出書を提出する際は、施工前後の写真を添付すること
